
刑事裁判において、被害者参加制度を利用する場合に、弁護士費用（着手
金）の一部を補助します。

（非裁判員裁判）一被告事件につき、最大１０万３千円
（裁判員裁判）一被告事件につき、最大２３万円

刑事訴訟法第316条の33に掲げる罪に係る被告事件の当該被害者等、若し
くは当該被害者の法定代理人
※ 被害者の遺族等については、基本の申請順位を別途規定

●対象犯罪
刑事訴訟法第316条の33第１項に掲げる罪のうち、過失犯の罪に係るものを除く
１ 故意の犯罪行為により人を死傷させた罪
２ 刑法176条から第179条まで、第211条、第220条又は第224条から第227条ま
での罪
３ 前号に掲げる罪のほか、その犯罪行為にこれらの罪の犯罪行為を含む罪（第１号に掲
げる罪を除く。）
４ 自動車の運転により人を死傷させる行為等の処罰に関する法律（平成25年法律第86
号）第４条、第５条又は第６条第３項若しくは 第４項の罪
５ 第１号から第３号までに掲げる罪の未遂罪

●令和５年４月１日以降に発生した犯罪被害であること
●犯罪被害を受けた場所が、京都府内であること
●犯罪被害を受けたとき、被害者本人が京都府内に住所（又は居所）を有
していたこと
●被害者参加することについて、裁判所から許可を受けていること
●被害者参加に関する弁護士業務について、委託契約を締結し、その着手
金を支払っていること
●被害者参加人（遺族・家族が被害者参加人であるときは、犯罪被害者を
含む。）が暴力団員等でないこと

●国や団体等による補助を受け、又は受けることができると見込まれる場
合
●加害者等から当該費用に係る賠償金の支払を受け、又は受けることがで
きると見込まれる場合
●当該補助を行うことが社会通念上適切でないと認められる場合

当該費用の支払日の属する年度の3月31日

制度の利用にあたっては、細かな要件等がございます。
まずはお問い合わせください。
公益社団法人京都犯罪被害者支援センター
電話　０１２０－６０－７８３０（月～金曜　13時～18時）
　　　（ほくぶ相談室）
電話　０１２０－７８－３９７４（月・木曜　12時～16時）
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